
【別添資料 11】

「防災基本計画」におけるジェンダーの視点を取り入れた規定（抜粋）

第１編 総則

第３章 防災をめぐる社会構造の変化と対応

第２編 各災害に共通する対策編

第１章 災害予防

第３節 国民の防災活動の促進

２ 防災知識の普及，訓練

（３）防災知識の普及，訓練における要配慮者等への配慮

３ 国民の防災活動の環境整備

（１）消防団，自主防災組織，自主防犯組織の育成強化

・ 地域における生活者の多様な視点を反映した防災対策の実施により地域の防

災力向上を図るため，地方防災会議の委員への任命など，防災に関する政

策・方針決定過程及び防災の現場における女性や高齢者，障害者などの参画

を拡大し，男女共同参画その他の多様な視点を取り入れた防災体制を確立す

る必要がある。

・ 防災知識の普及、訓練を実施する際，高齢者、障害者、外国人、乳幼児、妊産

婦等の要配慮者の多様なニーズに十分配慮し、地域において要配慮者を支援

する体制が整備されるよう努めるとともに、被災時の男女のニーズの違い等男

女双方の視点に十分配慮するよう努めるものとする。

・ 国〔内閣府〕及び地方公共団体は，災害発生後に，指定避難所や仮設住宅，ボ

ランティアの活動場所等において，被災者や支援者が性暴力・ＤＶの被害者に

も加害者にもならないよう，「暴力は許されない」意識の普及，徹底を図るものと

する。

・ 国〔消防庁〕及び市町村（都道府県）は，地域における消防防災の中核として重

要な役割を果たす消防団の施設・装備・処遇の改善，教育訓練体制の充実，青

年層・女性層を始めとした団員の入団促進等消防団の活性化を推進し，その

育成を図るものとする。

・ 市町村（都道府県）は，自主防災組織の育成，強化を図り，消防団とこれらの組

織との連携等を通じて地域コミュニティの防災体制の充実を図るものとする。ま

た研修の実施等による防災リーダーの育成，多様な世代が参加できるような環



第６節 迅速かつ円滑な災害応急対策，災害復旧・復興への備え

８ 物資の調達，供給活動関係

第２章 災害応急対策

第２節 発災直後の情報の収集・連絡及び活動体制の確立

６ 国における活動体制

（３）職員の派遣

境の整備等により，これらの組織の日常化，訓練の実施を促すものとし，住民

は，地域の防災訓練など自発的な防災活動に参加するよう努めるものとする。

その際，女性の参画の促進に努めるものとする。

・ 国〔内閣府〕は，女性の視点による災害対応力の強化を図るため，地方公共団

体において防災担当部局と男女共同参画担当部局，男女共同参画センターの

連携体制が構築されるとともに，地方公共団体の災害対策本部に女性職員や

男女共同参画担当職員の参加等が促進されるよう，都道府県の防災担当部局

と男女共同参画担当部局に周知するものとする。

・ 地方公共団体は，男女共同参画の視点から，地方防災会議の委員に占める女

性の割合を高めるよう取り組むとともに、男女共同参画担当部局が災害対応に

ついて庁内及び避難所等における連絡調整を行い，また，男女共同参画センタ

ーが地域における防災活動の推進拠点となるよう，平常時及び災害時におけ

る男女共同参画担当部局及び男女共同参画センターの役割について，防災担

当部局と男女共同参画担当部局が連携し明確化しておくよう努めるものとす

る。

・ 国〔農林水産省，経済産業省，厚生労働省〕は，下記の物資について，調達体

制の整備に特段の配慮をすることとし，その調達可能量について，毎年度調査

するものとする。

生活必需品…下着，毛布，作業着，タオル，小型エンジン発電機，卓上カセ

ットこんろ，カートリッジボンベ，土のう袋，ブルーシート，懐中電灯，乾電池，

トイレットペーパー，ティッシュペーパー，携帯トイレ・簡易トイレ，仮設トイレ，

乳児用・小児用おむつ，女性用品，マスク

・ 国〔内閣府〕は，女性の視点による災害対応力の強化を図るため，被害状況を

踏まえ，必要に応じ，職員を現地に派遣し，地方公共団体の災害対策本部に

男女共同参画担当部局等が組み込まれるよう，必要な支援・助言を実施するも

のとする。



第６節 避難の受入れ及び情報提供活動

３ 指定避難所等

（２）指定避難所の運営管理等

４ 応急仮設住宅等

（３）応急仮設住宅の運営管理

７ 帰宅困難者対策

第７節 物資の調達，供給活動

・ 市町村は、指定避難所の運営における女性の参画を推進するとともに、男女の

ニ ーズの違い等男女双方の視点等に配慮するものとする。特に、女性専用の

物干し場，更衣室，授乳室の設置や生理用品・女性用下着の女性による配布、

男女ペアによる警備や防犯ブザーの配布等による指定避難所における安全性

の確保など、女性や子育て家庭のニーズに配慮した指定避難所の運営管理に

努めるものとする。

・ 市町村は，指定避難所等における女性や子供等に対する性暴力・ＤＶの発生を

防止するため，女性用と男性用のトイレを離れた場所に設置する，トイレ・更衣

室・入浴施設等は昼夜問わず安心して使用できる場所に設置する，照明を増

設する，性暴力・ＤＶについての注意喚起のためのポスターを掲載するなど，女

性や子供等の安全に配慮するよう努めるものとする。また，警察，病院，女性

支援団体との連携の下，被害者への相談窓口情報の提供を行うよう努めるも

のとする。

・ 市町村（都道府県）は，各応急仮設住宅の適切な運営管理を行うものとする。こ

の際，応急仮設住宅における安心・安全の確保，孤独死や引きこもりなどを防

止するための心のケア，入居者によるコミュニティの形成及び運営に努めるとと

もに，女性の参画を推進し，女性を始めとする生活者の意見を反映できるよう

配慮するものとする。また，必要に応じて，応急仮設住宅における家庭動物の

受入れに配慮するものとする。

・ 首都圏を始めとする大都市圏において，公共交通機関が運行を停止し（火山災

害における降灰の影響を含む。），自力で帰宅することが困難な帰宅困難者が

大量に発生する場合には，国〔内閣府，国土交通省等〕及び地方公共団体は，

「むやみに移動を開始しない」という基本原則の広報等により，一斉帰宅の抑

制を図るとともに，必要に応じて，一時滞在施設の確保等の支援を行うととも

に，一時滞在施設の確保に当たっては，男女のニーズの違いや，要配慮者の

多様なニーズに配慮した一時滞在施設の運営に努めるものとする。



第３章 災害復旧・復興

第１節 地域の復旧・復興の基本方向の決定

第３節 計画的復興の進め方

２ 防災まちづくり

第５編 風水害対策編

第１章 災害予防

第２節 国民の防災活動の促進

３ 国民の防災活動の環境整備

（１）消防団、水防団、水防協力団体、自主防災組織、自主防犯組織の育成強化

・ 被災者の生活の維持のため必要な食料，飲料水，燃料，毛布等の生活必需品

等を効率的に調達・確保し，ニーズに応じて供給・分配を行えるよう，関係機関

は，その備蓄する物資・資機材の供給や物資の調達・輸送に関し，物資調達・

輸送調整等支援システムを活用し情報共有を図り，相互に協力するよう努める

とともに，以下に掲げる方針のとおり活動する。なお，被災地で求められる物資

は，時間の経過とともに変化することを踏まえ，時宜を得た物資の調達に留意

するものとする。また，夏季には扇風機等，冬季には暖房器具，燃料等も含め

るなど被災地の実情を考慮するとともに，要配慮者等のニーズや，男女のニー

ズの違いに配慮するものとする。

・ 被災地の復旧・復興に当たっては，男女共同参画の観点から，復旧・復興のあ

らゆる場・組織に女性の参画を促進するものとする。併せて，障害者，高齢者

等の要配慮者の参画を促進するものとする。

・ 地方公共団体は，再度災害防止とより快適な都市環境を目指し，住民の安

全と環境保全等にも配慮した防災まちづくりを実施するものとする。その

際，まちづくりは現在の住民のみならず将来の住民のためのものという理

念のもとに，計画作成段階で都市のあるべき姿を明確にし，将来に悔いの

ないまちづくりを目指すこととし，住民の理解を求めるよう努めるものと

する。併せて，障害者，高齢者，女性等の意見が反映されるよう，環境整

備に努めるものとする。

・ 国及び地方公共団体は，被災地の復興計画の作成に際しては，地域のコミ

ュニティが被災者の心の健康の維持を含め，被災地の物心両面にわたる復

興に大きな役割を果たすことにかんがみ，その維持・回復や再構築に十分

に配慮するものとする。併せて，障害者，高齢者，女性等の意見が反映さ

れるよう，環境整備に努めるものとする。



（了）

・ 国〔国土交通省〕及び市町村（都道府県）は，水防団及び水防協力団体の

研修・訓練や災害時における水防活動の拠点となる施設の整備を図り，水

防資機材の充実を図るものとする。また，青年層・女性層の団員への参加

促進等水防団の活性化を推進するとともに，ＮＰＯ，民間企業，自治会等

多様な主体を水防協力団体として指定することで水防活動の担い手を確

保し，その育成，強化を図るものとする。


